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PTU指導技術講座
（職業能力開発指導法②）

表1は施行規則で規定されている機械系・機械加工
科の教科です。表2は表1に示される教科の内容を
規定している訓練科目カリキュラム表（以下「訓練
基準」という）です。

表3は工業の専門高校で扱う科目「機械設計」の
高等学校学習指導要領解説（平成30年告示）（以下

1．はじめに

本連載は，4回にわたって近年の指導技術の考え
方を紹介しています。前回は教育・訓練には両極を
なす工学的アプローチ，羅生門アプローチがあるこ
と。両者を構成主義で取り持つ考え方があることを
紹介しました。そして職業訓練では，その職業で技
術が適用される場面を想定し，工学的アプローチで
その場面に必要な能力を体系的に分析することで，
技術的な項目だけでなく技術項目を場面に適用する
能力を，適用する場面の実習をとおして構成主義的
に指導することが適していること。職業訓練指導員
の役割は，それを計画することであることを示しま
した。

こうした考え方から，今回は，訓練では何を指導
するのか，指導する項目（指導項目）を明らかにす
る基本的な考え方を紹介します。

2． 授業内容を適用する場面の想定 
訓練基準と学習指導要領の比較

職業訓練の場合，授業で何を教えるか（指導項
目）の決定は，職業訓練指導員に委ねられる部分が
大きいと言えます。ここで職業訓練普通課程の指導
内容を規定している訓練基準と学校教育の専門高校
の指導内容を規定している学習指導要領とを比較し
てみましょう。いずれも「機械要素」を扱っている
部分です。

まず前回例示した職業訓練の基準を再掲します。

指導技術の新展開　第2回
授業計画は適用場面の想定に依存する
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表2　普通課程／訓練科目カリキュラム表
機械系／系基礎学科／機械工学概論（機械要素部分のみ抜粋）

表1　施行規則　普通課程の訓練基準　別表2
機械系　機械加工科（系基礎科目のみ抜粋）
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械加工」に使うことを想定していることが推察され
るにすぎません。そうなると機械加工に使う機械要
素の知識をどのような場面で使う想定で指導項目を
設定するかは個々の職業訓練指導員が検討する必要
があるわけです。

3．授業内容を適用する場面を想定しよう

前章で示した訓練基準に基づいて機械要素の「（1）
ねじの種類と用途」を機械加工に使う場面を検討す
ると，例えば次のように想定できるかもしれませ
ん。
想定1：多数のネジが保管された場所から機器に取
り付ける指定のネジを選択する，保守作業で機器に
使われている既存のネジの劣化による使用の適否を
判断したり，交換する場合にはそれがどのような規
格のネジかを判断したりする。

「指導要領」という）の内容です。機械要素に関し
て同じような内容を規定しているにしては，一見し
て文書量が異なることがわかります。この違いは，
指導要領では学習内容をどのような場面で使えるよ
うになるかの想定が記述されていることによりま
す。

具体的には表3の下線部に示されているように，
機械要素と装置に関する知識項目を暗記するだけで
なく，これらを設計に適用するために必要な技術，
課題の見つけ方，解決策の検討方法，改善方法を発
揮する能力を育成することとしています。（なお，
下線を示していない「～通して」の記述は育成する
能力ではなく，学習方法を示していることに注意し
てください。）

これに対して訓練基準では施行規則で，「機械加
工」に関する知識を学習する科目として機械工学が
設定されていることで，機械要素の知識項目を「機

表3　高等学校学習指導要領「機械設計」（「機械要素と装置」部分のみ抜粋)
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O：到達目標：授業で受講者が習得する能力。目的
に示される職業の場面を「こなせる」ことが到
達目標になる。

C：指導項目：到達目標に到達するために指導する
指導項目と指導方法。授業内容をさらに詳細に
記述したもの。

E：評価：到達目標に到達したことを確認するため
の評価方法。

このPOCEの一貫性を適用して授業計画を検討す
ると，前章で示したふたつの想定では，ずいぶん異
なる授業を計画することになることがわかるでしょ
う。表4はそれぞれの想定で授業を計画した例です。

授業内容を適用する場面が，想定1ではネジの使
用場面，想定2ではネジの設計場面を想定していて，
これにより到達目標，指導項目，評価ともに異なっ
ており，全く異なる授業が行われることがわかるで
しょう。例えば受講者が将来，想定1の場面に遭遇
することが予想されるのに，想定2の到達目標や指
導項目，評価で授業を行えば，想定1の場面で求め
られる能力を発揮できないでしょう。逆も同様で

また繰り返しになりますが学習指導要領では，次
の想定がされています。
想定2：器具や機械などの設計をする

このように各種機械要素を使う場面を想定する
と，想定ごとに授業で指導すべき項目や指導方法が
異なることが想像できるでしょう。

4．POCEの一貫性

ここで，授業を計画するための基本原則の一つで
ある「POCEの一貫性」を紹介します。POCEは，
目的（P：Purpose），目標（O：Objectives），内容

（C：Contents），評価（E：Evaluation）を表して
おり，授業を計画する際は，これが一貫している必
要があることを示しています。授業計画（指導案）
の中で，POCEは次のように表現されます。
P：目的：授業を実施する目的。授業内容を「場面」

に適用できるようになることが授業の目的とな
る。職業訓練の場合，「場面」は職業の中にあ
る場面。

表4　P：適用場面の想定の違いによるO：到達目標，C：指導項目，E：評価の違い
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の教材を探すか，自ら教材の全てを作成することに
なります。
（2）指導項目を学習する過程を組み込んでいる教

材は，教材の中に指導項目を学習する順序や学習方
法，課題が記述されています。課題を順にこなすこ
とで，その教材が意図している能力を形成できるよ
うに記述されています。授業の計画が組み込まれて
いるとも言え，便利な教材ですが，その利用には慎
重にならなければなりません。その教材を学習する
ことで育成できる能力が，授業実施者が意図してい
る想定の場面をこなす能力と一致するのかを吟味す
る必要があります。

一致するなら利用できますが，一致しないならそ
の教材は全て使えません。学習過程が組み込まれて
いるので，その通りに学習を進めなければならず一
部を利用するだけでは授業進行のつじつまが合わな
くなってしまうからです。

5.3　教材利用にあたっての戒め
教育・訓練の関係者の間には「教科書を教えるの

ではなく，教科書を使って教える」という戒めがあ
ります。これは，授業内容を適用する場面の想定を
曖昧にして安易に教材を頭から順に教えるようなこ
とはしない。授業内容の適用場面の想定を授業実施
者が明確にし，主体的に指導項目を設定し，必要な
場面で教材を使って教えなさい。そうしなければ受
講者に求められている能力を形成できないという戒
めです。

特に施設に代々受け継がれている教材や先輩から
受け取った教材を利用する際，その教材が授業内容
をどのような場面に適用することを想定して作成され
たのかを十分に確認，推定し，自身の授業に利用で
きることを納得してから利用するようにしましょう。

今回は授業の計画には授業内容を適用する場面
の想定が必要であること。その想定に基づきPOCE
を一貫させる計画が重要で，想定によって指導項目
や指導方法は大きく異なること。既存の教材が授業
実施者の意図に合うとは限らないことを紹介しまし
た。次回は到達目標，指導項目の検討方法を紹介し
ます。

す。職業訓練では特に，受講者が将来就く職業のど
のような場面に授業内容を適用することになるのか
を想定して，POCEが一貫するように授業を計画す
ることがとても重要なのです。

5．既存の教材を疑う

5.1　教材の意図を確認する
前章で示したように，授業内容を適用する場面を

想定することは，授業計画に決定的に重要です。し
かし職業訓練では授業を計画する際に，だれも授業
内容を適用する場面の想定を示してはくれません。
そのようなとき，既存の教科書やテキスト，資料，
課題などの教材にヒントを求めることになるでしょ
う。

教材の解説に，その教材では指導項目をどのよ
うな場面に適用することを想定して選定，配列して
いるかの情報が記載されており，その場面が授業実
施者の想定に近いなら，その教材はおおむね利用可
能でしょう。しかし，場面の想定が大きく異なる場
合は使えません。場面の想定が記載されていないな
ら，記載されている指導項目から場面の想定を推定
し，使用の可否を検討する必要があります。

5.2　使える教材・使えない教材
教材には大きく，（1）指導項目を羅列する教材と

（2）指導項目を学習する過程を組み込んでいる教材
の2種類があります。
（1）指導項目を羅列する教材は，単に各指導項目

の解説が記述されているだけのものです。授業実施
者は自身の授業計画に基づいて必要なタイミングで
教材の該当箇所を利用して指導項目を説明します。
このタイプの教材は利用範囲の広い教材です。教材
の全てを指導する必要は無く，授業実施者の必要に
応じて，必要な箇所を使えば良いものです。既存の
教材が，授業実施者が計画する指導項目の多くを網
羅していればその教材を利用できます。多少の指導
項目が不足しているだけならその教材を利用し，不
足分の補助教材を自ら作成することも考えられま
す。必要な指導項目の多くを網羅していないなら別


